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昨年12月９日、鈴木内閣府大臣政務官（金

融担当）が、内閣サイバーセキュリティセン

ター（NISC）主催の「分野横断的演習」の集

合会場を視察しました。

NISC主催の「分野横断的演習」は、「重要

インフラのサイバーセキュリティに係る行動

計画」※１に基づき、NISCと重要インフラ所

管省庁等が連携し、重要インフラ事業者等の

組織全体の障害対応体制の有効性を検証・改

善する機会として提供するとともに、演習を

通じて得た知見・課題をサイバーセキュリ

ティに関する施策に反映するため、毎年実施

されているものです※２。

本演習には、金融分野（銀行等、証券、生

命保険、損害保険、資金決済）を含めた重要

インフラ事業者や所管省庁である金融庁等が

参加しており、鈴木政務官は、NISC職員から、

演習の目的や演習シナリオなどについて話を

伺いました。

また、事業者が演習を行っている会場も視

察するとともに、分野横断的演習の有識者と

意見交換を行うなど、サイバーセキュリティ

の強化に向けて官民一体となって取り組んで

いくことが重要であるとの認識を共有しまし

た。
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鈴木政務官の内閣サイバーセキュリティセンター主催
「分野横断的演習」の視察

写真：分野横断的演習の有識者と意見交換をさ
れている鈴木政務官（左）

※１ サイバーセキュリティ基本法及びサイバーセキュリティ戦略に基づき、重要インフラ防護に係る基本的

な枠組みとして、政府と重要インフラ事業者等との共通の行動計画を定めたもの。
※２ NISC主催の「分野横断的演習」（2022年度）については、

https://www.nisc.go.jp/pdf/policy/infra/NISC_enshu_20221209.pdfをご参照ください。

写真：会場を視察される鈴木政務官（左）

写真：演習の説明を受ける鈴木政務官（左）

https://www.nisc.go.jp/pdf/policy/infra/NISC_enshu_20221209.pdf


中原 証券取引等監視委員会委員長
就任インタビュー
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中原 亮一（なかはらりょういち）
証券取引等監視委員会 委員長

証券取引等監視委員会（以下「証券監視

委」）は、市場の公正性・透明性を確保し、投資

者保護を実現するために、内閣総理大臣から任命

された委員長及び委員２名で構成される合議制の

機関として、平成４年に設置されました。

昨年12月13日に第６代委員長として就任した

中原 亮一委員長に、今後の抱負等について聞き

ました。

昭和34年11月生まれ。

広島高等検察庁検事長、福岡高等検察庁検事

長を経て、令和４年12月より現職。

－ 就任に当たっての抱負をお聞かせください。

証券監視委が使命とする「的確・適切な市場

監視による資本市場の公正性・透明性の確保と

投資者保護の実現」は、現代の経済活動におけ

る資本市場の重要性からすると、非常に大切な

ことです。

私は、長い間、検察官として仕事をしてきま

したが、証券監視委の告発事件の捜査・公判を

担当したことが相当数あり、検察官の中では、

この種の事件の経験は多いほうだと思います。

個別の事件についての詳細を説明することは

差し控えますが、その中には、社会的に注目を

集めたものや、金融商品取引法（旧証券取引

法）の法理論的に重要な判例となっているもの

もあります。

このような経験もあって、証券監視委が掲げ

る使命の重要性はかねてから認識していました

し、検察官として、その実現に協力できたとい

う思いもありました。

検察官として証券監視委の告発事件を担当し

ていた当時に、まさか自分が委員長に就任する

ことになるとは夢にも思っていませんでしたが、

委員長を務めるからには、証券監視委がその使

命を果たせるよう全力を尽くすというのが、私

の抱負です。

デジタル化や国際化の進展等により市場の動

きは速くかつ大きくなっていて、今後は、これ

までに予想できなかったような新たな事象も市

場において発生し得るわけですから、これを監

視する側にあっては、常に変化に対応すること、

未経験の事象にも対処できる力を備えることが

求められます。

そのために、私は、証券監視委が、市場監視

の専門機関と呼ばれるにふさわしい力を持ち、

その力を発揮して成果を上げることのできる専

門家集団として機能する組織にしたいと考えて

います。
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－ 証券監視委の印象について、就任前に抱

いていたものがありましたら、お聞かせくだ

さい。

先ほどお話ししたとおり、私は、証券監視

委が設立されて間がない平成一桁時代から、

告発事件の捜査に関わってきましたので、そ

の存在はもちろん証券監視委の役割について

も相応の認識はありました。

そして、私が検察官としての経験を積むに

つれて、自らが主任として告発事件の捜査を

担当するようになり、証券監視委側の担当者

と直接に話をすることなども多くなりました。

この中で、証券監視委の担当者には専門家

としての知見に基づいて証拠の収集をお願い

し、また、協力して事案の解明を進めたりし

ましたので、特に市場についての専門的知見

を必要とする分野については、その力量を頼

りにして捜査を進めることのできる力強い仲

間であるという思いを持っていました。

証券監視委事務局の職員の中には、設立時

の経緯もあるのでしょうが、検察庁や国税局

査察部等からの出向者のほか、弁護士・公認

会計士など多様な専門知識の持ち主も多くい

らっしゃるわけです。

協力して告発事件の捜査を進める中で、私

は、証券監視委の全ての人が、その経歴を問

わず、市場監視の専門家としてのプロ意識を

持って熱心に仕事をしてくれる仲間だという

印象を持っていました。

私は、委員長に就任して以後、かつて私が

担当した告発事件の捜査において苦労を共に

した証券監視委の担当者が、今も職員として

在籍し活躍している姿を見て、本当に頼もし

く、かつ心強く思っているところです。

－ 検察官の仕事を振り返って、今後に向け

て考えていることについてお聞かせください。

私の検察官としての勤務期間は37年３か月

ほどです。

この間、３年間は公正取引委員会事務局に

出向していましたが、その際も、検察官の肩

書付きのポストである上、審決取消訴訟の対

応や審査案件・告発案件を担当していました

から、検察官の本来業務である捜査・公判と

大きく異なる仕事ではなかったと思います。

つまり、私は、最高検、高検、地検の違い

や検察官としてのポストの違いはあっても、

ほぼ一貫して捜査・公判業務に自らあるいは

決裁官として従事してきたわけです。

私が、検察官として長く仕事をしてきたこ

とによって得たものはとても多くありますが、

それを踏まえて、委員長として今後に向けて

考えていることをお話ししたいと思います。

第１は、自分が対処しようとしている事象

について、その本質を見極める力を磨かなけ

ればならないということです。このことは常

に重要なのですが、新たな事象に対応しよう

とするときには、特に大事なことで、過去の

経験に縛られることなく、不断に努力と新た

な創意工夫を重ねることによってしか得られ

ないものです。

第２は、虚心坦懐に広い視野を持って事に

当たらなければならないということです。カ

エサルが言ったとされる言葉に、「人間なら

ば誰にでも現実の全てが見えるわけではない。

多くの人は見たいと欲する現実しか見ていな

い」というものがあります。この言葉の解釈

は色々あるのかもしれませんが、見たいもの

だけ見て、聞きたいことだけ聞いていたので

は、正しく問題を把握することはできないで

しょうし、適切な対応策の発見もできないと

いうことは確かだと思います。

写真：インタビューの様子
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第３は、組織が十全に力を発揮するために

は、コミュニケーションが大切だということ

です。人間が一人できることには限りがあり、

組織であっても単一の組織でできることには

限りがあります。適切な協力や役割分担等に

よって、一人ではできない仕事ができるよう

になるわけですが、人や組織の協力の基礎と

なるのはコミュニケーションなのだと思いま

す。そして、良好なコミュニケーションとい

うものは、自動的に可能になるものではなく、

相互に人格を尊重しあうことや配慮ある振る

舞いをすることなどを通じて形成されるとい

われています。証券監視委においても、委員

会内、事務局内、委員会と事務局との間など

様々な場面でコミュニケーションが行われる

ことになりますが、是非とも十分な意思疎通

を図り良好な職場環境を構築し組織として大

きな力を発揮することにより、市場監視の専

門機関として国民の信頼を得ることができる

よう期待しています。

－ 若い世代に向けて、推薦図書がありまし

たら、お聞かせください。

私が、読んだ本の中から４冊を推薦します。

出版年次は古いですが、ロングセラーになっ

ているので、現在も入手は難しくありません。

１冊目は、「組織戦略の考え方」（沼上幹

著／ちくま新書2003年刊）です。若い世代の

皆さんは、組織運営についての関心は必ずし

も高くないかもしれませんが、成果の上がる

仕事をするためには、良好な職場環境が大切

です。この本は、組織論の観点から、より水

準の高い仕事をするためのヒントを与えてく

れます。

２冊目は、「日本を創った12人」（堺屋太

一著／PHP新書1996年刊）です。堺屋太一流

の歴史観に基づいて人選がなされていますが、

日本という国家の仕組みの成り立ちや人間と

いう生き物の特性などについて、理解が深ま

ります。今後の日本と日本人が進む道を考え

るための示唆も得られると思います。

３冊目は、「フェルマーの最終定理」（サ

イモン・シン著／新潮社2000年刊）です。高

度な数学理論について書かれた部分の理解は

容易ではありません。しかし、理解困難な部

分を飛ばしても、真剣に物事に取り組むとい

うことの素晴らしさに感動できます。

４冊目は、「薔薇の名前」（ウンベルト・

エーコ著／東京創元社1990年刊）です。これ

は、仕事に役立つ本として推薦するものでは

ありません。いわゆるミステリーを読む人に

とってはよく知られている本ですが、みっし

りと字が詰まった分厚い本２冊で読みごたえ

があります。興味の持てる人にとっては、読

書の楽しさを教えてくれる本だと思います。

証券監視委の組織図

(インタビュアー：総務課市場監視調整官 福留 宰)

※インタビューは、感染対策に留意しつつ、換気を
行いながら十分な距離を取って実施しました。

関東財務局

近畿財務局

北海道財務局

東北財務局

東海財務局

北陸財務局

中国財務局

四国財務局

九州財務局

福岡財務支局

沖縄総合事務局

事務局（事務局長、次長2名、市場監視総括官）

特別調査課

内閣総理大臣

日常的な市場監視
情報の収集･分析等

犯則事件の調査

任命金 融庁

証券取引等監視委員会
(中原委員長、加藤委員、橋本委員）

金融商品取引業者等の検査
無登録業者等の調査

事務局の総合調整

証券検査課

市場分析審査課

総務課

取引調査課

開示検査課 開示事案の検査

国際取引等調査室 不公正事案(国際事案等)の調査

不公正事案の調査
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資産所得倍増プランの概要

総合政策局総合政策課 総合政策調整官 安達卓志

政策解説コーナー

昨年11月28日に新しい資本主義実現会議に

おいて、資産所得倍増プランが決定されまし

た。

本稿では、その概要を紹介します。

１．基本的考え方

我が国の家計金融資産2,000兆円は、半分以

上がリターンの少ない現預金で保有されてお

り、年金・保険等を通じた間接保有を含めて

も、株式・投資信託・債券に投資をしている

のは244兆円、投資家数は約2,000万人にとど

まっています。他方、米国や英国では、中間

層でも気軽に上場株式・投資信託に投資でき

る環境が整備されており、米国では20年間で

家計金融資産が3.4倍、英国では2.3倍になって

いますが、我が国では1.4倍にとどまっていま

す。このため、我が国の中間層が投資しやす

い環境を整備し、家計に眠る現預金を投資に

つなげ、勤労所得に加え金融資産所得も増や

していくことが重要です。

また、家計の金融資産所得が拡大し、家計

の資金が企業の成長投資の原資となれば、企

業の成長が促進され、企業価値が向上します。

企業価値が拡大すれば、家計の金融資産所得

は更に拡大し、「成長と資産所得の好循環」

が実現します。

２．目標

資産所得倍増プランでは、５年間で、NISA

総口座数（一般・つみたて）の倍増（1,700万

から3,400万）、NISA買付額の倍増（28兆円か

ら56兆円）を目指すこととしております。

その後、家計による投資額の倍増を目指し、

これらの目標の達成を通じて、長期的な目標

として資産運用収入そのものの倍増も見据え

て政策対応を図ります。

３．プランの方向性

アンケート調査によれば、投資未経験者が

投資を行わない理由として、「資産運用に関

する知識がないから」、「購入・保有するこ

とに不安を感じるから」を回答する方が多く

います。このため、NISA等の制度を簡素でわ

かりやすく、使い勝手のよいものとするとと

もに、投資に関する知識不足の解消や不安の

払拭に向けた取組等が必要です。

こうしたことを踏まえ、資産所得倍増に向

けて、７本柱の取組を一体として推進します。

第一の柱：家計金融資産を貯蓄から投資にシフトさせるNISAの抜本的拡充や恒久化

NISA制度の恒久化を図る。併せて、非課税保有期間の無期限化と非課税限度額の引上げを進める。

第二の柱：加入可能年齢の引上げなどiDeCo制度の改革

加入可能年齢を70歳に引き上げる。拠出限度額・受給開始年齢の引き上げについて、2024年の公的年金

の財政検証に併せて結論を得る。

第三の柱：消費者に対して中立的で信頼できるアドバイスの提供を促すための仕組みの創設

金融経済教育推進機構（仮称）が中立的なアドバイザーの認定を行う。助言対象を絞った投資助言業

（例えば、つみたてNISAやiDeCoに限定）の登録要件を緩和する。

第四の柱：雇用者に対する資産形成の強化

職域において中立的な認定アドバイザーを活用した取組を企業に促す。

第五の柱：安定的な資産形成の重要性を浸透させていくための金融経済教育の充実

中立的な組織として金融経済教育推進機構（仮称）を設立する。国全体として総合的かつ計画的に推進す

べく、国家戦略としての「基本的な方針」を策定する。

第六の柱：世界に開かれた国際金融センターの実現

金融資本市場の活性化、金融行政・税制のグローバル化、生活・ビジネス環境整備と効果的な情報発信

などを総合的に進める。

第七の柱：顧客本位の業務運営の確保

「顧客本位の業務運営に関する原則」の見直しや必要なルールの整備を図る。

資産所得倍増プランの７本柱の取組
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金融審議会市場制度ワーキング・グループ

「顧客本位タスクフォース」中間報告の概要

企画市場局市場課 課長補佐 山口純平

政策解説コーナー

１．はじめに

金融審議会 市場制度ワーキング・グループ

「顧客本位タスクフォース」では、我が国の家

計の安定的な資産形成を実現するため、金融経

済教育、顧客本位の業務運営等について議論が

行われ、報告（以下「中間報告」）※１が取り

まとめられました（図１）。あわせて政府全体

としても、貯蓄から投資へのシフトを大胆・抜

本的に進めるというスローガンのもと、内閣官

房の新しい資本主義実現会議において「資産所

得倍増プラン」（以下「プラン」）が決定され

ました※２。

プランでは、資産所得倍増に向けて七本柱の

取組みを一体として推進することとされていま

すが、「顧客本位タスクフォース」における議

論は、特に、

・第三の柱：消費者に対して中立的で信頼でき

るアドバイスの提供を促すための仕組みの創設

・第五の柱：安定的な資産形成の重要性を浸透

させていくための金融経済教育の充実

・第七の柱：顧客本位の業務運営の確保

と関連しています。以下では、中間報告のポイ

ント及び関連するプランの内容について紹介い

たします。

金融審議会 市場制度ワーキング・グループ
顧客本位タスクフォース中間報告 概要（2022年12月９日）

家計

 顧客の立場に立ったアドバイザーの見える化

 顧客への分かりやすい情報提供のルール化、デジタ
ル技術の情報提供への活用

 利益相反の可能性と手数料等についての顧客への
情報提供のルール化

 組成者が組成に係る費用等を販売会社に情報提供
するための体制整備

 資産運用会社のガバナンス
や独立性の確保、プロダクト
ガバナンス（注２）の確保、に
向けて、「顧客本位の業務
運営の原則」の見直しや
ルール化等を検討

 顧客の最善の利益を図るべきであることを、金融事業者及び企業年金関係者なども含む
資産形成を支える幅広い主体一般に共通する義務として定めるなどにより、顧客本位の
業務運営の定着・底上げや横断化

 個人が主体的に金融商品・
サービスを選択し、安定的な
資産形成を行えるよう、生活
設計や家計管理、社会保障・
税制度等も含む、広範な金融
リテラシー向上の取組みの推
進

 金融経済教育の機会提供に
向けた体制を整備（推進主体
の常設化）

（注１）顧客・受益者から投資先企業へ投資がなされ、その価値向上に伴う配当等が家計に還元される一連の流れ。
（注２）想定する顧客を明確にし、その利益に適う商品を組成するとともに、そうした商品が想定した顧客に必要な情報とともに提供されるよう、販売にあたる金融事業者へ必要

な情報を提供することや、商品組成・情報提供のあり方について継続的に評価・検証等を行うこと。

 家計の安定的な資産形成の実現に向けて、インベストメント・チェーン（注１）全体における顧客や最終受益者の最善の利益を考え
た業務運営の確保、顧客への情報提供・アドバイスの充実、金融リテラシー向上への取組み等、利用者の利便向上と保護を図る
ための幅広い施策が必要。政府において「基本的な方針」を策定し、これらの施策を関係者が協力して総合的・計画的に実施。

金融商品の販売者

金融商品取引業者
金融商品仲介業者
登録金融機関 等

アドバイザー
FP

投資助言業者 等

顧客への情報提供・アドバイス 資産運用業

インベストメント・チェーン全体における顧客等の最善の利益を考えた業務運営の確保

金融リテラシーの向上

金融商品の組成・管理者等

資産運用会社
企業年金 等

図１：顧客本位タスクフォース 中間報告の概要

※１ 昨年12月９日公表「金融審議会 市場制度ワーキング・グループ 顧客本位タスクフォース中間報告」
については、https://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/tosin/20221209.htmlをご参照ください。

※２ 「資産所得倍増プラン」（昨年11月28日 新しい資本主義実現会議決定）の概要については、P５をご
覧ください。

https://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/tosin/20221209.html
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２．金融リテラシーの向上について

個々人がそれぞれの人生設計に合った金

融商品・サービスを適切に選択し、安定的

な資産形成を行っていく上では、金融リテ

ラシーを向上させていくことが重要です。

これまで政府や金融関係団体等において金

融経済教育に関する様々な取組みが実施さ

れてきましたが、各種調査により、金融経

済教育を受けたことのある者は少数にとど

まることが示されています。また、教育の

担い手である金融関係団体や金融機関は、

社会人を中心とする受け手から敬遠される

との指摘もあります。

中間報告では、国全体として、中立的な

立場から、資産形成に関する金融経済教育

の機会提供に向けた取組みを推進するため

の常設組織を構築すべきと提言されました。

その具体的な取組内容として、プランでは、

 官民一体となった金融経済教育を戦略的

に実施するための中立的な組織として、

金融経済教育推進機構（仮称）を設立す

ること、

 その際、金融広報中央委員会の機能を移

管・承継するほか、運営体制の整備や設

立・運営経費の確保に当たっては、政

府・日本銀行に加え、全国銀行協会・日

本証券業協会等の民間団体からの協力も

得ること、

とされています。そして、金融経済教育推

進機構（仮称）を中心として、学校・企業

向けの出張授業やシンポジウムの開催など、

官民一体となった効率的・効果的な金融経

済教育を全国的に実施することとされてい

ます。

３．顧客本位の業務運営の確保について

① 顧客・最終受益者の最善の利益を考え

た業務運営の確保

家計の安定的な資産形成を実現するため

には、金融機関や企業年金等のアセット

オーナー等、インベストメント・チェーン

に参加するすべての主体が、顧客・最終受

益者の利益を最大化するため、十分に機能

を発揮することが重要です。（図２）

家計における
金融リテラシー

の向上

販売会社・アドバ
イザーによる顧客
本位の業務運営

企業の持続的な成長
（コーポレートガバナンス
改革、スタートアップ支援）

金融・資本市場の
機能・魅力向上
（取引所等）

家計の資産形成を支えるインベストメント・チェーン（※）の各参加者

（※）顧客・受益者から投資先企業へ投資がなされ、その価値向上に伴う配当等
が家計に還元される一連の流れ

資産運用業
の高度化

アセットオーナー
（企業年金等）
の機能発揮

- 0 -

図２：家計の資産形成を支えるインベストメント・チェーンの機能の発揮
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金融商品の販売・助言・商品開発等を行

う全ての金融機関等（以下「金融事業

者」）については、2017年３月の「顧客本

位の業務運営に関する原則」策定以降、顧

客本位の業務運営に一定の進展が見られる

ものの、顧客の運用資産全体を最適化する

意識の定着に課題がある等の指摘がありま

す。また、個人の資産管理・運用等に重要

な役割を果たしている企業年金についても、

運用の専門家の活用不足等の課題が指摘さ

れています。

中間報告では、顧客の最善の利益を図る

べきであることを、広く金融事業者一般に

共通する義務として定めることなどにより、

金融事業者全体による顧客本位の業務運営

の取組みの定着・底上げを図ること、また、

企業年金の関係者もその対象に加えること

により、顧客・最終受益者の最善の利益を

考えた業務運営に向けた取組みの一層の横

断化を図るべきとの提言がなされました。

プランでは、上記が図られるよう必要な取

組みを促すための環境整備を行うこととさ

れています。

② 利益相反の可能性と手数料等について

の情報提供のルール化

顧客が適切な金融商品を選択するために

は、顧客との利益相反の可能性や顧客が負

担する手数料等に関する情報提供が重要で

すが、これらの情報提供に利用される重要

情報シートの導入状況については、販売会

社によって差異がみられるとの指摘があり

ます。

中間報告では、利益相反事項や手数料等

に関する情報の顧客への提供をルール化す

べきとの提言がなされました。プランでは、

手数料などのコストや利益相反の可能性の

見える化を進めることにより、「顧客本位

の業務運営」の推進を一層強化することと

されていまます。

③ デジタル技術の情報提供への活用

家計の安定的な資産形成を実現していく

ためには、金融商品取引において、顧客に

とって必要な情報が分かりやすく提供され

ることが必要です。中間報告では、契約締

結前や契約締結時などの情報提供について、

金融事業者において書面と電子交付を顧客

本位の観点から自由に選択できるようにす

べき、顧客のデジタル・リテラシーの差異

等を考慮し、実質的な説明を顧客に理解さ

れるために必要な方法と程度で行わなけれ

ばならないことを法律上規定すべきとの提

言が行われました。

④ 顧客の立場に立ったアドバイザー

家計の安定的な資産形成を実現していく

上で、顧客と販売会社の間に入り、顧客の

判断をサポートするアドバイザーの役割は

重要です。しかし、顧客の立場に立ってい

ると謳いながら、特定の金融事業者や金融

商品に偏ったアドバイスが行われている

ケースが見られる等の指摘がありました。

中間報告では、こうした課題への方策の

一つとして、顧客の立場に立ったアドバイ

ザーの見える化、具体的には、（ⅰ）金融

商品の販売を行う金融事業を兼業しておら

ず、幅広い金融商品を対象としたアドバイ

スが可能であること、（ⅱ）報酬は顧客か

らのみ得ていること等の基準に該当するア

ドバイザーのリスト化・公表が考えられる、

との提言がなされました。
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個 人

１．金融経済教育の充実・強化 ２．中立的な助言サービスの提供

個別相談

FP（ファイナンシャル・プランナー）等

業務を限定の上、
要件緩和等を検討

投資助言
業者

ライフプランや銘柄推奨に関する
個別具体的なアドバイス

金融経済教育推進機構（仮称）

・ 教材／コンテンツの作成

・ 学校や企業等への講座の展開

・ 個人への個別相談

（ライフプラン等に係る一般的な情報提供）

・ 中立アドバイザーの認定・研修

・ 統計作成（各種施策の効果検証） 等

官民一体となった
戦略的な金融経済教育の実施

見える化
中立アドバイザー

図３：金融経済教育推進機構（仮称）の役割（イメージ）

この点、プランにおいても、「消費者に

対して中立的で信頼できるアドバイスの提

供を促すための仕組みの創設」が取組みの

柱の一つとして掲げられており、具体的な

内容として、金融経済教育推進機構（仮

称）が顧客の立場に立ったアドバイザーを

認定し、こうしたアドバイザーが継続的に

質の高いサービスを提供できるようにする

ための支援を行うこととされています。

（図３）

その他、中間報告及びプランにおいては、

顧客が個別商品に関するアドバイスを受け

られる機会を拡大するため、助言対象を

絞った投資助言業の登録要件の緩和につい

て検討することにも触れられています。
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合同会社等の社員権の取得勧誘について

１．はじめに

合同会社は、平成18年５月施行の会社法で創

設された会社形態の一つであり、出資は有限責

任制で、内部ルールを出資者が柔軟に設定する

ことができます。合同会社社員権は、この合同

会社に対する出資者（社員）としての地位のこ

とであり、投資性が認められることから、金融

商品取引法における有価証券に位置付けられて

います。

この合同会社社員権について、近年、苦情や

相談が多数寄せられている状況にあり、以降、

金融庁の問題意識や対応を紹介します。

２．不適切な合同会社社員権の取得勧誘等

合同会社社員権については、「社員権の募集

は、金融商品取引業の登録は不要だから違法

じゃありません」、「友人など誰かを紹介すれ

ば、自身にマージン（紹介料）が入ります」、

「資金は海外で運用していて、今まで負けたこ

とがない！高利回りは確実！」など不適切な勧

誘を受けたという相談が多数寄せられています。

このような勧誘に応じた結果、「出資後に勧誘

者と連絡が取れなくなった」、「当初は予定ど

おりの配当が出ていたが、その後、出金が引き

延ばされ、投資した資金自体も回収されない」

といった相談も寄せられており、出資した資金

が戻ってこない事例も発生しているものと思わ

れます。

また、有価証券の取得勧誘を、その有価証券

の発行者（合同会社社員権の場合は当該合同会

社の業務執行社員）以外の者が行う場合、基本

的には、金融商品取引法に基づき金融商品取引

業者として登録を受ける必要があります。上記

のような不適切な勧誘については、必要な登録

を受けずに行われている可能性もありますので、

相手が金融商品取引業者かどうかに注意してい

ただくことも重要です。

このような状況を勘案し、金融庁では、昨年

11月に金融庁ウェブサイトにおいて、投資家被

害の防止・拡大を防ぐため、合同会社社員権に

関する注意喚起（「合同会社等の社員権の取得

勧誘にご注意ください！」）を行っています。

https://www.fsa.go.jp/ordinary/chuui/syainn

ken.html

金融庁ウェブサイトに掲載した注意喚起

https://www.fsa.go.jp/ordinary/chuui/syainnken.html
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なお、金融庁及び財務局では、登録を受

けた金融商品取引業者の一覧を公表すると

ともに、無登録で金融商品取引業を行う者

を確認した場合、当該業者に対する警告書

の発出を行い、その旨公表していますので

ご利用ください。（なお、金融商品取引業

者の登録を受けている業者であっても、そ

の信用力などが保証されているものではあ

りません。）

・金融商品取引業者登録一覧

https://www.fsa.go.jp/menkyo/menkyoj/ki

nyushohin.pdf

・無登録で金融商品取引業を行う者の名称

等について（無登録で金融商品取引業を行

う者に警告書の発出を行った旨の公表）

https://www.fsa.go.jp/ordinary/chuui/mut

ouroku.html

３．最後に

合同会社社員権について、上記のとおり、

高利回りをうたうなど魅力的な「もうけ

話」として勧誘が行われることがあります。

このような勧誘を受けた場合、安易に信用

して投資すると、返金されないといったト

ラブルに巻き込まれる可能性が高いと思わ

れます。相手の説明を鵜呑みにするのでは

なく、合同会社の事業が本当に信用できる

ものか、慎重に検討し、ご判断いただくこ

とが重要です。

また、その際、判断の参考にするため、

金融庁の金融サービス利用者相談室にご相

談いただくことも有効と考えられます。

＜金融庁金融サービス利用者相談室＞

受付時間：平日10時00分～17時00分

電話（ナビダイヤル）：0570－016811

※ＩＰ電話からは、03－5251－6811におか

けください。

※相談室においては、応対内容の明確化等

のため、通話を録音させていただいており

ます。

※文書（郵便）、インターネットでの情報

も受け付けております。

https://www.fsa.go.jp/receipt/soudansitu/

index.html

https://www.fsa.go.jp/menkyo/menkyoj/kinyushohin.pdf
https://www.fsa.go.jp/ordinary/chuui/mutouroku.html
https://www.fsa.go.jp/receipt/soudansitu/index.html
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金融サービス利用者相談室に寄せられた最近の相談について

金融庁では、金融サービス利用者の利便性の

向上を図るとともに、寄せられた情報を金融行

政に有効活用するため、金融サービス等に関す

る利用者からの質問・相談・意見等に一元的に

対応する金融サービス利用者相談室（以下「相

談室」という。）を開設しています。

また、相談室に寄せられた利用者からの相談

項目・件数等については、四半期ごとに公表し

ており、昨年11月30日には、令和４年７月から

９月までの相談等の受付状況等の公表を行った

ところです。

今回は、相談室に寄せられた最近の相談につ

いて、ご紹介させていただきます。

預金・融資関係については、いわゆる「マネ

ロン継続的顧客管理」について、金融機関職員

への指導・周知不足等から、顧客からの照会に

対して金融機関が自ら説明義務を果たさず金融

庁を案内することで相談室への相談が増えてい

ます。

また、コロナ禍による業況悪化により、返済

条件のリスケを求めても応じてくれないとの相

談も複数寄せられています。

投資に関しては、マッチングアプリやＳＮＳ

で知り合った者から、暗号資産やＦＸ等の投資

を勧められ資金を送金したが、その後出金でき

ないばかりか、様々な名目で金銭を支払うよう

求められたとの相談が寄せられています。

保険に関しては、コロナ保険等の支払いに関

して、入院給付金の支払遅延に係る相談が寄せ

られています。

その他、金融庁を騙った詐欺に関する相談も

寄せられており、注意喚起も兼ねて具体的な事

案をご紹介させていただきます。（金融庁公式

Twitterで “#金融庁を騙った詐欺にご注意くださ

い” をつけて注意喚起を行っています。）

＜事例１＞

・金融庁の架空部局や職員の実名を騙る者が、

不特定多数の人に高額当選金が受領できる旨の

メッセージを送り、手数料として、現金や暗号

資産を振り込ませる事案が発生しています。

・直近では、金融庁コロナ特別給付金対象窓口

を自称する者からプリペイドカード等で2000円

を支払えば、７億5000万円を送金すると言われ、

プリペイドカードによる送金と銀行の口座番号

を教えるよう催促されたとの相談が寄せられて

います。

<事例２>

・金融庁から業務委託を受けたと騙る者が個人

宅を訪問し、資産状況等のアンケート調査を要

請する事案が発生しています。

・当該詐称者（事業者）は、個人宅を訪問しア

ンケート調査を要請して資産状況を聞き出そう

とするほか、資産形成の相談や保険の見直し等

の勧誘を執拗に行っているとの情報提供があり

ました。

上記のようなケースに限らず不審に思った場

合は安易に個人情報等を伝えたりお金を振り込

んだりせず、最寄の警察や金融庁金融サービス

利用者相談室（平日10時～17時 ナビダイヤ

ル： 0570-016811※IP電話からは、 03-5251-

6811）に情報提供・ご相談をお願いします。

https://www.fsa.go.jp/receipt/soudansitu/inde

x.html

当該窓口は実在しません。金融庁が個人
の方にメッセージをお送りすることはあ
りません。また、高額な当選金をお渡し
することは絶対にありません。

金融庁職員又は委託を受けた事業者が、
個人宅を訪問し、資産状況等をお聞きす
ることはありません。

https://www.fsa.go.jp/receipt/soudansitu/index.html


編集後記

新年あけましておめでとうございます。
本年もアクセスFSAをよろしくお願いいたします。

金融庁では、「暦年（１月～12月）」と「年度（４月～翌年３月）」に加えて、「事務年度（７月～翌
年６月）」という概念がよく使われます。
定例の人事異動期（毎年７月頃）を基準にした概念で、入庁当時はかなり戸惑った記憶がありますが、

20年近く働いていると、「事務年度」がだいぶ身体に沁み渡ってきて、新年になると、もちろん新たな年
を迎えた新鮮な気持ちにはなるのですが、「事務年度後半のスタート」という意識が、歳を重ねるごとに
強くなってきているような気がします。
事務年度後半は、一般的には、前半に比べると人事異動後の仕事に慣れてきて、より質の高い仕事がで

きるようになるはずですので、まずは事務年度末までの約半年間、そうできるように精進していきたいと、
（毎年）思っております。

今月もアクセスFSAをご覧いただき、ありがとうございました。 金融庁広報室長 守屋 貴之
編集・発行：金融庁広報室

 「トランジション・ファイナンス環境整備検討会」（第６回）の開催（12月５日）

 金融審議会「顧客本位タスクフォース」（第５回）の開催（12月６日）

 企業会計審議会第24回内部統制部会の開催（12月８日）

 金融審議会「市場制度ワーキング・グループ」（第23回）の開催（12月12日）

 金融審議会「事業性に着目した融資実務を支える制度のあり方等に関するワーキング・グループ」（第３
回）の開催（12月13日）

 「監査法人のガバナンス・コードに関する有識者検討会」（第８回）の開催（12月13日）

 「産業のGXに向けた資金供給の在り方に関する研究会」施策パッケージの取りまとめ（12月13日）

 金融審議会「ディスクロージャーワーキング・グループ」（第４回）の開催（12月15日）

 「サステナブルファイナンス有識者会議」（第15回）の開催（12月15日）

 「ESG評価・データ提供機関に係る行動規範」の公表（12月15日）

 「気候変動リスク・機会の評価等に向けたシナリオ・データ関係機関懇談会」（第１回）の開催（12月
22日）

 多重債務問題及び消費者向け金融等に関する懇談会（第20回）の開催（12月20日）

 金融審議会「市場制度ワーキング・グループ」第二次中間整理の公表（12月21日）

 金融審議会「事業性に着目した融資実務を支える制度のあり方等に関するワーキング・グループ」（第４
回）の開催（12月23日）

 「経営者保証改革プログラム」の策定（12月23日）

 令和５年度税制改正の大綱における金融庁関係の主要項目の公表（12月23日）

 令和５年度予算、機構・定員（案）の公表（12月23日）

 金融審議会「事業性に着目した融資実務を支える制度のあり方等に関するワーキング・グループ」（第５
回）の開催（12月27日）

・ Twitter 金融庁公式アカウント
https://twitter.com/fsa_JAPAN

・ 本誌へのご意見・ご感想は以下のメールアドレスから
「金融庁広報室内アクセスFSA担当者」宛にお送りください。

E-mail : fsa_kouhou@fsa.go.jp

Twitter
情報発信強化中！

アンダーバー

（※本稿において意見に係る部分は筆者の個人的見解であり、所属組織の見解を示すものではありません。）

先月の金融庁の主な取組み
（令和４年12月１日～12月31日）
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https://www.fsa.go.jp/news/r4/singi/20221202-2.html
https://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/kokyakuhoni_tf/siryou/20221206.html
https://www.fsa.go.jp/singi/singi_kigyou/siryou/naibu/20221208.html
https://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/market-system/siryou/20221212.html
https://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/jigyoyushi_wg/siryou/20221213.html
https://www.fsa.go.jp/singi/governance_code/siryou/20221213.html
https://www.fsa.go.jp/news/r4/singi/20221213.html
https://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/disclose_wg/siryou/20221215.html
https://www.fsa.go.jp/singi/sustainable_finance/siryou/20221215.html
https://www.fsa.go.jp/news/r4/singi/20221215/20221215.html
https://www.fsa.go.jp/news/r4/singi/20221220-2.html
https://www.fsa.go.jp/policy/kashikin/tajusaimukondankai/20221213.html
https://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/tosin/20221221.html
https://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/jigyoyushi_wg/siryou/20221223.html
https://www.fsa.go.jp/news/r4/ginkou/20221223-3/20221223-3.html
https://www.fsa.go.jp/news/r4/sonota/20221223.html
https://www.fsa.go.jp/common/budget/yosan/5youkyuu-4.html
https://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/jigyoyushi_wg/siryou/20221227.html
https://twitter.com/fsa_JAPAN
mailto:fsa_kouhou@fsa.go.jp

